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教 育 委 員 会 資 料

教 育 委 員 会 事 務 局 指 導 室

教育長の臨時代理による事務処理について

令和２年３月２７日の教育委員会において、教育長の臨時代理による事務処理の指示を受けた件

について、次のとおり臨時代理により事務処理を行ったため、中野区教育委員会の権限に属する事

務の臨時代理に関する規則第３条第２項の規定に基づき報告する。

１ 案件

（１）中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正手続

（２）中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正手続

２ 事務処理経過

３月３１日 ・本案件の前提となる労働基準法の一部を改正する法律の公布

・一部改正規則について、特別区人事委員会の承認

・教育長の臨時代理による一部改正規則の決定及び公布

３ 規則改正の主な内容

（１）中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正手続

中野区立幼稚園の職員別給与簿の保存期間を 3年間から 5年間と改めたうえで、経過措置と

して「当分の間」保存期間を 3年とする。

（２）中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正手続

中野区立小学校及び中学校の職員別給与簿の保存期間を 3年間から 5年間と改めたうえで

経過措置として「当分の間」保存期間を 3年とする。

※改正文及び新旧対照表は別紙１及び別紙２のとおり。



別紙１

中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則及び中野

区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規則の

一部を改正する規則

（中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改

正）

第１条 中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則（平成

１２年中野区教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

第６条第２項中「３年間」を「５年間」に改める。

附則第２条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（経過措

置）」を付し、附則に次の１条を加える。

第３条 第６条第２項の規定の適用については、当分の間、同項中

「５年間」とあるのは、「３年間」とする。

（中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規則

の一部改正）

第２条 中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行

規則（平成２９年中野区教育委員会規則第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。

第５条第２項中「３年間」を「５年間」に改める。

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を

付し、附則に次の１項を加える。

（経過措置）

２ 第５条第２項の規定の適用については、当分の間、同項中「５

年間」とあるのは、「３年間」とする。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。



別紙２

【第１条関係】

中野区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則新旧対照表

【第２条関係】

中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規則新旧対照表

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

改正案 現行

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略）

（給与簿） （給与簿）

第６条 教育委員会は、職員に支給されたすべての

給与を記録するため、職員別給与簿を作成し、管

理しなければならない。

第６条 教育委員会は、職員に支給されたすべての

給与を記録するため、職員別給与簿を作成し、管

理しなければならない。

２ 前項の職員別給与簿は、職員ごとに毎年作成

し、５年間保存するものとする。

２ 前項の職員別給与簿は、職員ごとに毎年作成

し、３年間保存するものとする。

第７条～第２０条 （略） 第７条～第２０条 （略）

附 則 附 則

第１条 （略） 第１条 （略）

（経過措置） （経過措置）

第２条 （略） 第２条 （略）

第３条 第６条第２項の規定の適用については、当

分の間、同項中「５年間」とあるのは、「３年間」

とする。

改正案 現行

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略）

（給与簿） （給与簿）

第５条 教育委員会は、職員に支給されたすべての

給与を記録するため、職員別給与簿を作成し、管

理しなければならない。

第５条 教育委員会は、職員に支給されたすべての

給与を記録するため、職員別給与簿を作成し、管

理しなければならない。

２ 前項の職員別給与簿は、職員ごとに毎年作成

し、５年間保存するものとする。

２ 前項の職員別給与簿は、職員ごとに毎年作成

し、３年間保存するものとする。

第６条～第１６条 （略） 第６条～第１６条 （略）

附 則 附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第５条第２項の規定の適用については、当分の

間、同項中「５年間」とあるのは、「３年間」と

する。


